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研究成果の概要（和文）：　自動車販売会社のデータを使った分析では、評価を通じ、客観的指標のみでインセ
ンティブを付与すると、客観的指標では測ることができないタスクに対する注力が疎かになり、それを補う形で
主観的に評価が行われていることを定量的に明らかにした。また、新車販売スタッフとして初任配属された者で
も業績が振るわなければ早期に他職種に配置転換されていた。課長や店長に早期に昇進しても業績給が低い者に
は同様の傾向が示された。
　総合商社のデータを用いた分析では、商権の維持、継承や後進の指導の観点から、戦前から戦後にかけて同一
部門同一部署で従事させる人的資源管理の採用が、戦後の三菱商事の躍進の要因の１つであると考えた。

研究成果の概要（英文）：In an analysis using data from an automobile sales company, it was 
quantitatively revealed that when incentives are given based solely on objective indicators through 
evaluations, the focus on tasks that cannot be measured by objective indicators is neglected, and 
evaluations are conducted subjectively in a way that compensates for this. In addition, even those 
who were initially assigned as new car sales staff were reassigned to other positions at an early 
stage if their performance was not good. A similar trend was shown for those who were promoted early
 to section chief or store manager but received low performance pay.
Using data from sogo shosha (general trading companies), this analysis suggests that one of the 
factors behind MC's postwar success was the adoption of human resource management, in which 
employees were assigned to the same department and division from the prewar and postwar periods, in 
order to maintain and pass on commercial rights and mentor younger employees.

研究分野： 労働経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本企業の内部労働市場に関する研究は、近年、企業内人事データを用いた実証研究が広がりを見せつつあるも
のの、個人情報保護に関する法的制約とそれに伴うデータの入手困難性から解明できていないことが多い。昇進
や職務配置といった、結果としての異動履歴データだけの分析ではなく、その根拠となる生産性や業績、さらに
は人事考課結果といったデータとともに分析を行うことで、内部労働市場の解明がより詳細に行うことが可能と
なる。本研究の分析結果は、内部労働市場の機能や企業が人的資源管理の施策を考えるうえで有益である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
これまで、内部労働市場の機能については数多くの理論研究が行われてきた。しかし、個人レ

ベルの生産性、報酬、属性などの企業内人事データを用いたそれを裏付ける実証研究は近年広が
りを見せ成果を出しつつあるものの、個人情報保護に関する法的制約とそれに伴うデータの入
手困難性から、なかなか進んでいないのが現実である。しかし、分析対象企業から長期のデータ
を入手できたことで、日本企業の内部労働市場の実態をより詳細に解明することが可能となっ
た。 
 
２．研究の目的 
これまでの研究課題をふまえ、入手したデータをもとに、日本の内部労働市場の機能のより一

層の解明を行うことが本研究の目的である。 
(1) 自動車販売会社では、販売員には販売台数や獲得利益といった客観的なパフォーマンス指標
がある。しかし、後輩の指導や顧客のアフターフォローなど、それ以外にも販売員の業務は存在
し、将来の企業業績に関わってくる重要なものであるにもかかわらず客観的指標になりにくく、
そのような業務が疎かになる。すなわち、マルチタスク問題を起こす。 
 このような業務への貢献を主観的に評価することが可能である。しかし、評価バイアスが混入
する可能性も指摘され、これが販売員のモラルを低下させたり、離職を誘発することもあり得る。
このような研究は、データの入手困難性もあり、実証的研究が少ないのが現実である。これを解
消するのが本研究の目的である。 
 
(2) 日本企業の昇進や職務配置に関する先行研究の多くは、昇進や異動した事実を示す履歴デー
タのみをもとに分析がなされ、その様相に関し議論がなされてきた。しかし、企業の内部労働市
場の実態を明らかにするためには、昇進や異動の根拠となる情報（例えば、個人の業績など）も
用いて分析を行う必要がある。このような課題を解消し、主として管理職に昇進する前の営業ス
タッフに焦点を当て、彼らの生産性（営業成績）とその後の昇進や職務配置の関係を明らかにす
ることを通じ、日本企業の内部労働市場の選抜機能の解明を行うことが目的である。 
 
(3) 戦前の総合商社においては、取扱額や輸出入額から三井物産の優位性が示される。しかし、
戦後、財閥解体、そして再結集がなされた後においては三菱商事が躍進した。この要因に関して
は、これまでにもさまざまな議論が行われてきたが、その１つに、両社の人的資源管理や内部労
働市場の違いが指摘されている。しかし、実際にどのような違いがあったのか、戦前戦後のデー
タを用い、これを明らかにした研究はほとんど見られない。本研究では、戦後の三菱商事の躍進
の要因の１つは、三菱商事の戦前からの人的資源の継承に違いがあるという仮説を立て、検証を
行う。とりわけ、戦前から戦後にかけての商権の維持、継承や後輩や後進の指導の観点から、継
続して在籍する者の所属や配属部署に焦点を当て、分析を行う、さらに、違いが見られたとする
ならば、その違いは何によるものなのか、明らかにすることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1) 入手した大手自動車販売会社Ａ社の 2000 年から 2003 年までの異動履歴等の人事データ、販
売業績データおよび人事考課データを用い、定量的分析を行った。あわせて、これを補うために、
Ａ社の複数の従業員に対しヒアリング調査を実施した。その結果、評価を通じ、客観的指標のみ
でインセンティブを付与すると、客観的指標では測ることができないタスクに対する注力が疎
かになり、それを補う形で主観的に評価が行われていることを明らかにした。 
 
(2) (1)と同じＡ社の 1998 年から 2015 年までの昇進を含む異動履歴および賃金ならびに販売業
績データを用い、1980 年代後半に入社し新車販売を担当する部署に初任配属された大卒社員を
対象に、次の２点について定性的な分析を行った。 
・昇進格差発生前の営業スタッフ時の業績とその後の昇進を含む職務配置 
・営業スタッフ時の業績と課長、店長時点の業績、その後の昇進 
 
(3) 三井物産と三菱商事の 1941（昭和 16）年と 1961 年（昭和 36）の社員名簿および関連する資
料をもとに、それぞれ、次の３つを明らかにした。 
・1941 年在籍者のうち、1961 年にも在籍している者がどれくらい多くいるか。 
・1961 年時点の在籍者に占める 1941 年在籍者の割合はどれくらいか。 
・1941 年在籍者の 1941 年時点の担当業務と 1961 年時点のそれは異なるか。 
 
４．研究成果 
(1) Ａ社従業員へのヒアリング調査から、新人をはじめとする「後輩への教育」と、せっかく新
車を販売した顧客を車検や保険、次の新車購入等につなげる「長期顧客関係の構築」といった２
つのタスクを想定し、モデルを推定した。結果、主観的評価が測定困難なタスクの評価に使われ



ているという仮説に整合的な結果が得られた。 
バイアスの存在に関しては、獲得利益などから予想される評価より大幅に低い評価がつけら

れた場合、①その販売員のその後の業績にどう相関したか、②販売員の離職確率が上昇したか分
析を行った。結果、ベテラン課長が評価した場合のネガティブギャップに関しては翌年の売上が
下がっていた。ベテラン課長が販売員の行動を改めさせ、教育に時間を割くようになると一時的
に販売に充てる時間が少なくなり、販売業績が低くなるからではないかと解釈した。また、新人
課長が評価した場合は離職を誘発していた。 
 
(2) Ａ社では新車担当スタッフとして店舗に初任配属されると、長期にわたり同一店舗で同一地
域を担当する。しかし、入社後３年目以降、業績が振るわない者を中心に中古車販売やサービス
スタッフ、内勤部署へと異動する者が散見される。同時期に入社した新車販売スタッフとして従
事している者の間でも、早期から年収ベースで 200 万円から 300 万の格差が生じていた。営業ス
タッフとして好業績を上げていた者から課長職に昇進するも、年度計画をベースに課の販売実
績に応じて支払われる業績給が低い者は、早期に、事務部署等へ異動していた。早期に課長に昇
進した者は課長でも高い業績を残し、早期に店長に昇進するといった有意な傾向は示されなか
った。店長から部長に昇進する時点においても同様の傾向が示された。 
 
(3) 1941 年在籍者に占める 1961 年にも在籍していた者の割合に大きな違いは見られなかった
（三菱商事 21.4％ ： 三井物産 21.3％）。しかし、三井物産の方が 1941 年時点での社員数が多
かったため、1941 年と 1961 年のいずれにも在籍していた者の数は三井物産の方が多く（商事 
673 人 ： 物産 922 人）、1961 年在籍者に占める 1941 年在籍者の割合は三井物産の方が高かっ
た（商事 17.7％ ： 物産 23.4％）。よって、人数だけを見ると、三井物産の方が人的資源の継
承の可能性が高い。しかし、1941 年と 1961 年のいずれにも在籍していた者の 1941 年と 1961 年
の配属先を見ると、三菱商事ではいずれの年も同様の商品・業務を担当している者が多く見られ
たのに対し、三井物産では、部署により差はあるものの、両年で異なる商品・業務を担当してい
る者が多く見られた。この人的資源管理の違いが、戦後の業績推移の要因の１つと考えられる。 
これを示すクロス表と、詳細の一例として、1961 年時点における三井物産と三菱商事の食糧

部門在籍者のうち、1941 年にも在籍していた者の所属部署を示したものを以下に図示する。 

 
 ・三井物産 



・三菱商事 
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